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広葉樹林再生整備事業エリア

現地視察箇所

資料１

＜視察箇所＞

①：自然林モニタリング箇所

「森林生態系長期大規模モニタリングサイト」として、全立木の調

査を実施。

ブナ自然林における現状や動態を調査し、森林生態系を監視す

ることを目的としている。

②自然再生事業植栽箇所

（植栽区画：No.3 島④　　　モニタリング：島12）

平成20年に植栽を実施。植栽本数は169本。

耕転・土壌改良・植穴施肥のうえで植栽。

１

２

青少年野外活動基地
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森吉山麓高原森林生態系長期大規模モニタリング

サイト全立木分布図（2019年現在）

GBH≧15cmを対象。軸は水平距離（m）。

大円：高木、中円：亜高木、小円：低木、緑：ブナ、青：その他樹種

高木層(T1) 亜高木層（T2） 低木層（S） 合計

クルミ科 サワグルミ Pterocarya rhoifolia 75 60 20 155

ヤナギ科 バッコヤナギ Salix caprea 0 1 0 1

カバノキ科 ウダイカンバ Betula maximowicziana 0 1 0 1

ツノハシバミ Corylus sieboldiana 0 0 3 3

ブナ科 ブナ Fagus crenata 44 113 258 415

ミズナラ Quercus crispula 0 0 0 0

クワ科 ヤマグワ Morus australis 0 0 0 0

モクレン科 ホオノキ Mognolia hypoleuca 13 14 25 52

クスノキ科 オオバクロモジ Lindera umbellata 0 0 5 5

バラ科 ウワミズザクラ Padus grayana 0 1 4 5

アズキナシ Sorbus alnifolia 0 0 0 0

ミカン科 キハダ Phellodendron amurense 2 2 2 6

ムクロジ科 ハウチワカエデ Acer japonicum 1 12 45 58

ベニイタヤ Acer pictum.subsp. mayrii 6 12 14 32

コハウチワカエデ Acer sieboldianum 0 2 1 3

トチノキ Aesculus turbinata 10 5 13 29

ニシキギ科 コマユミ Euonymus altus var.apterus 0 0 1 1

エゾツリバナ Euonymus aoxyphyllus var.magnus 0 0 1 1

シナノキ科 シナノキ Tilia japonica 1 2 2 5

オオバボダイジュ Tilia maximowicziana 0 1 3 4

ミズキ科 ミズキ Swida controversa 0 0 12 12

ウコギ科 コシアブラ Eleutherococcus sciadophylloides 0 0 0 1

ハリギリ Kalopanax septemlobus 2 1 1 3

モクセイ科 ヤチダモ Fraxinum mandshurica 20 17 4 41

スイカズラ科 オオカメノキ Viburnum furcatum 0 0 2 2

タニウツギ Weigela coraeensis 0 0 0 0

合計 175 243 417 835

科名 種名      (species )

階層別立木密度（GBH≧15.0cm） no./ha

 2020年を期首とするデータ取得作業中！
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広葉樹の定着

広葉樹の成長

ブナ林の再生速度　　種子散布距離20m／推定結実齢40年＝0.5m／年（和田・長岐
：

2007）

資料２－１
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 ブナ植栽2008年秋。現在12成長期、13年生。

 ブナ苗木サイズ20-30ｃｍ。バーク堆肥混入。

 植栽ブナの生存率は植栽地の中で最も良い。

 ウダイカンバの定着率高く、定着後の成長は順調。

 17年に植栽ブナを追い越す。
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②島12天然性広葉樹の平均樹高の推移

2007

0% 50% 100%

島１

島２

島３

島４

島５

島６

島７

島８

島９

島10

島11

島12

高大

高小

斜大

斜小

ｾﾝﾀｰ

計

未植栽

未植栽

2019

0% 50% 100%

2009

0% 50% 100%

100%

伸長

維持

枯下り

累積枯死



資料２－２









資料２－３









森吉山麓高原自然再生事業実施計画書（抜粋）

第３期

レビュー（案）

（レビュー部分：朱書き）

平成２８年３月策定

秋 田 県

資料３－１
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はじめに

本県では、過去に失われたブナ林再生の取組をとおして豊かな自然環境の保全を図るた

め、自然再生推進法に基づく森林再生を北秋田市の森吉山麓高原で平成１６年度から進め

てきている。

全体構想では最初の３０年間を造成期と位置づけ、とりわけ初期の１０年間を森林整備

の重点期間としていることから、県が実施者として平成１８年度からブナ等の植栽を実施

している。この結果、実面積で約１０ha の植栽地を造成し、再生対象の牧場跡地への植栽

はおおむね完了している。

また、自然再生には長い期間が必要であり、持続可能な取り組みとしていくには多様な

主体の参画が必要であり、このため、現地施設を拠点とした自然観察会において植樹体験

を盛り込むなど、事業の普及啓発にも努めてきている。

第３期となる本実施計画では、初期の１０年に造成した植栽地が森林として成林してい

くこと、及び、持続可能な自然再生の体制を確立することを目的とし、計画期間は平成２

８年度から平成３２年度までの５年間とする。

→草地等の再生対象面積 189.4ha のうち、第３期までに牧場跡地を中心として延べ 126.2ha

の区域で事業植栽を実施。また、ボランティア植栽や維持管理の一環としての補植を実施。

第３期では下刈りや補植等、第２期までの植栽地の維持管理が主となっているが、未植栽

地も残っている。

第１章 実施者の名称と実施者の属する協議会

１－１ 実施者の名称

（略）

１－２ 実施者の属する協議会

（略）

第２章 自然再生事業の対象となる区域及びその内容

２－１ 対象区域の概要

（略）

２－２ 対象区域の歴史的変遷

（略）

第３章 周辺地域の自然環境との関係及び自然再生の意義と効果

３－１ 周辺地域の自然環境との関係

（略）

３－２ 事業区域周辺の自然環境の現況

（１） 地形及び土壌

（略）

（２） 植物相

（略）

（３） 動物相
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（略）

３－３ 自然再生の意義と効果

（略）

第４章 自然再生のための具体的な実施方針

４－１ 植栽等による自然再生の基本的な考え方

放牧跡地を森林に再生していくため、林冠構成種の苗木の植栽を引き続き継続する。

なお、植栽に当たっては地域遺伝子資源保全の観点から、事業地内（又はその周辺）

由来の種苗を利用するものとする。

植栽場所については、平成１８年から平成２７年にかけて再生の基盤整備として植

栽してきた面積が約１０ｈａとなっており、本実施計画では、これらの着実な育成を

進めることとする。

併せて、現地における自然観察会や野外活動基地指定管理者による自主活動による

植樹も行われており、こうしたボランティア等による植栽も平行して進めるものとす

る。なお、新たに島状あるいは列状の植栽地を設ける場合は、第１期及び第２期実施

計画に記載した島状、列状植栽の手法を準用するものとする（図４－１－１）。

平成１８年からの植栽地の一部は、県林業研究研修センターにおいてモニタリング

を実施しているが、事業効果の判定や順応的管理に必要不可欠であることから、引き

続き実施するものとする。

→自然観察会に伴うボランティア植栽は毎年度実施。枯損率の高い箇所への補植や、

植栽地の下刈り等の保育事業も適宜行っている。モニタリングは前期計画から継続

している。

４－２ 植栽区域

平成１８年度の試験植栽から平成２７年度までの１０年間で、再生対象の大部分の

草地跡に植栽を行っていることから、本実施計画では当該区画の維持管理について保

育を中心に行うこととする。

なお、事業地内では既に二次林化している箇所（図４－２－１）や、徐々に広葉樹

が侵入している箇所があり、それらの場所についてはその遷移にゆだねることとし、

場合によっては刈りだし等の更新補助作業を検討する。

また、青少年野外活動センター、親子キャンプ場、大印展望台などの既存野外活動

施設周辺については、草地自体も施設との一体的な活用が期待できることから、原則

として現況を維持することを基本とするが、利用者によるキャンプ場周辺への植栽な

ど施設利用と一体的な再生活動が行える場合は、適宜柔軟に対応するものとする。

その他、ボランティア団体等が新たに植栽を行おうとする場合は、既存の植栽箇所

との位置関係などを勘案して、適切な箇所に植栽するよう調整するものとする。

→大規模植栽地においては補植、下刈り等の保育業務を適宜実施。自然観察会等に伴

うボランティア植栽の実施箇所は、現状では参加者の負担等を考慮して野生鳥獣セ

ンター周辺が主となっているが、可能ならば他箇所でも実施が望ましい。
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例えば植樹自体をイベントとして実施するなどすれば、野生鳥獣センターから離れ

た箇所でも実施が可能となり、かつ、他の自然観察会に付随しての実施より植栽の

本数も多く見込めるが、イベントとしての訴求力が不安である。

４－３ 植栽方法

（１） 植栽樹種

植栽に当たっては事業地内及び事業地周辺に生育しているブナ、ミズナラ、

トチノキなどの将来の目標とするブナ林の高木層を形成する樹種を主体とする。

→記載のとおり実施。期中の事業による補植の実施状況は下表のとおり。

※面積及び事業費には、補植箇所外の下刈りを含む場合がある。

（２） 植栽間隔・密度

将来の樹冠の広がりを考慮し、植栽間隔は２．５ｍ程度、維持管理作業（下

刈り）の誤伐等を防ぐためにも、規則的な植栽間隔を基本とする。

なお、植栽予定箇所に生育している広葉樹（H=1.5m 以上）がある場合は、そ

れらの樹木を中心にして植栽する。

→事業による補植は記載のとおり実施。ボランティア植栽では、過去の植栽箇

年度 植栽樹種・本数 面積 事業費

Ｈ２８

ブナ………150 本

ミズナラ… 25 本

トチノキ… 25 本

計…………200 本

列状植栽地…0.25ha

島状植栽地…2.35ha

計……………2.60ha 918 千円

Ｈ２９

ブナ………200 本

ミズナラ… 50 本

トチノキ… 50 本

計…………300 本

列状植栽地…0.25ha

島状植栽地…1.64ha

計……………1.89ha 777 千円

Ｈ３０

ブナ………150 本

ミズナラ… 25 本

トチノキ… 25 本

計…………200 本

列状植栽地…0.25ha

島状植栽地…0.69ha

計……………0.94ha

※島状の一部では、

堀割水路を掘削

798 千円

Ｒ元

ブナ………736 本

計…………736 本

面植栽地……0.46ha

計……………0.46ha

※６月に発生した林

野火災の被災箇所

801 千円
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所でまばらに植栽が行われた箇所があったため、間隙を埋める形での補植も

実施。

（３） 島の形状と配置間隔

島の形状は３０ｍ四方程度の方形とし、配置間隔は将来の島状植栽地相互の

影響を勘案して５０ｍ程度の間隔とし、群状に配置する。

これらの植栽地について、早期に連続性を図る観点からは、島間にも植栽や

天然下種更新補助作業を実施することが必要であるが、当面は島状の植栽地の

育成を優先することとする。

→記載のとおり実施。

（４） 植栽時期

植栽については、植栽適期の春期（５～６月）と秋期（１０月～１１月）と

するほか、ボランティア等による植栽については、現地苗畑で育成しているポ

ット苗を利用して通年とする。

→事業による補植は基本的には秋期に実施。ボランティア植栽も春期及び秋期

の実施を基本としているが、自然観察会に伴う植栽については、その日程に

より夏期の実施もあった。

（５） 植栽方法

植栽の際は、植穴における水はけ（停滞水の発生）に留意するとともに、傾

斜地では斜め植えを行うなど雪害対策も考慮する（図４－３－６）

なお、植栽木周辺の草本発生の抑制及び乾燥防止のため、ウッドチップや現

地で刈り取ったススキなどによりマルチングを行うものとする。（図４－３－

７）

→基本的には記載のとおり実施。ただし、マルチングについては、未実施の場

合でも生育状況が際立って悪化しないとみられるため、ボランティア植栽等

では必ずしも実施していない場合がある。

４－４ 土壌改良方法

事業地内は過去の草地造成により有効土層（Ａ層ないしＢ層）が欠落しており、土

壌が貧弱であるため、土壌硬度・通気性・透水性の改善を図るための土壌改良が必要

である。

このため、植栽を行う際は土壌耕転や、土壌改良資材（バーク堆肥、籾殻等）のす

き込みなどにより土壌改良を行うものとする。

→基本的に記載のとおり実施しているが、土壌改良資材については、籾殻に替えて粉

炭を使用している。

試験的に粉炭を使用したところ結果は良好であり、また、粉炭の方が容易に入手で
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きることによる。

４－５ 天然下種更新補助作業

事業地内に現存する一部のブナ林の林縁部では、およそ数十メートルの幅で天然下

種によるブナやウダイカンバ、キハダ、カエデ類の更新が見られる。

こうした箇所では、刈りだしによる更新補助のほか、後述のブロック移植時の移植

元としての活用を検討する。

→ススキの除去や密度調整など、天然性広葉樹の生育を補助する作業の必要性はある

が、既存植栽地の維持管理を優先していたことから、天然下種更新補助は実施して

いない。

４－６ 育苗方法

（１） ブナの育苗

植栽に用いる苗木は、引き続き、事業地外（県林業研究研修センター）と事

業地内（野外活動基地周辺）の２か所での育苗を行うものとする。

事業地内では、青少年野外活動基地の指定管理者と協力しながら、ボランテ

ィア用にポット苗の育成や、ブナ以外の樹種の育苗を行う。また、事業地外に

おいては県林業研究研修センターにおいても引き続き苗木を育成するものとす

る。

→記載のとおり実施。

（２） その他の樹種の育苗

森吉山麓一帯にはブナのほかに多種類の樹木が生育しており、こうした樹木

も多様な森林を構成するには必要不可欠である。（図４－６－２）

特に、高木層を形成する代表的な樹種で種子散布力の小さいミズナラ、トチ

ノキなどは、ブナと併せて育苗を行うこととする。

なお、これらの種子については採種が容易で、かつ育苗しやすいとから、自

然環境学習と連携しながら、現地での苗畑で育苗を行う。

→記載のとおり実施。補植、ボランティア植栽ともブナを中心として植栽して

いるが、他の樹種が使用可能な場合は積極的に活用している。

４－７ モニタリング

（１） 目的

（略）

（２） 調査方法

植栽箇所での活着率・成長量・獣害の有無・発生稚樹の状況などの調査とその

検証を行う。植栽木の枯死が認められた場合は、その原因を特定するよう努め
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る。

既存のブナ林においては、固定地調査において毎木調査、植生調査、更新稚樹

調査のほか、森林の動態把握や苗木生産用種子を確保するための結実量調査を

実施する。特に、本再生事業において主要な樹種であるブナについては、豊凶

が激しい樹種であるため、継続した調査を行う。

また、モニタリングは植栽した苗木の成長を見続けることでもあり、植栽に続

いてボランティア等が参加しやすいこととから、参加型のモニタリングの手法

についても引き続き検討、試行を進める。

→定期モニタリングは林業研究研修センターで毎年度継続して実施しているが、

ボランティアの参加は依然として少ない。

予算の確保も不透明な状況となってきているが、自然再生推進法の規定と実

際の再生事業推進の両面において、モニタリング調査は不可欠であり、継続

は必須である。

（３） これまでのモニタリング結果

（略）

４－８ 維持管理

（１） 目的

（略）

（２） 体制

県が実施するほか、ボランティアやＮＰＯ団体等（以下「ＮＰＯ団体等」と

いう。）など多様な主体の参加を得た柔軟な体制を整備する。

なお、ＮＰＯ団体等が関与して植栽した箇所については、各団体が主体的に

補植や下刈り等の維持管理を行えるよう調整するものとする。

→団体の箇所は各団体が実施できるよう調整を図った。

（３） 内容

維持管理に伴う作業内容は以下を基本原則とするが、モニタリング調査の結

果を踏まえて柔軟に対応していくものとする。

① 下刈り

現状では、植栽から数年経過しても草本が植栽木を被圧しておらず下刈りの

必要性が低い箇所や、ススキなどの繁茂が著しく下刈りを必要とする箇所が混

在している。このため、必要な箇所を精査しながら、確実な成林を図るため必

要最小限の下刈りを本計画期間から実施する。

下刈りの方法及び年間の下刈り回数については、対象となる植栽箇所の植生、

地況を踏まえて決定するものとし、草本類の被圧を脱することのできる樹高
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（H=1.0～1.5ｍ程度）に達するまで継続して実施するものとする。

ただし、ノウサギ等の獣害が発生している場所では、下刈りによって被食圧

が高くなる可能性もあるため坪刈を基本とする。

→植栽箇所の一部において、保育の一環として下刈りを実施している。

下刈り未実施の箇所においてススキの倒伏による稚樹の枯死事例が多く見ら

れたためであるが、一方で、記載のとおりノウサギ等の食害が増加している

可能性もある。現時点で明確な因果関係は不明であるが、継続して調査する

こととする。

② 補植

植栽木又は天然下種更新による進入木が枯死・枯損し、群落としての密度を維

持できないと判断される場合は、その原因を考慮しながら、上記の下刈りと併せ

て適宜補植を実施する。

補植する樹種、方法については、対象箇所の状況を踏まえて検討する。

→前期及び前々期で植栽を行った箇所のうち、枯死・枯損率が高い箇所を中心に

補植を実施。樹種はブナを中心としているが、他にミズナラ、トチノキも使用

している。

湿地では堀割水路を掘削するなど、再度の枯死・枯損を防止するための対策を

講じている。

③ 除伐・間伐

当初の植栽から数年しか経過しておらず、除・間伐の必要性はまだ乏しいの

で、本計画期間では実施しないものとする。

ただし、外来種（ニセアカシア等）が侵入した場合や、先駆種（ヤナギ類な

ど）の侵入が著しい場合は随時、除伐に務めるものとする。

→記載のとおり、除伐・間伐が必要となる状況とはならなかったことから、計

画期間中の実施はなし。

限定的ではあるが、植栽したヤマハンノキや侵入したヤナギ等の成長が著し

く、次期計画中には除伐が必要となる可能性がある箇所もある。

ブナの間伐は不要である。

４－９ 植栽以外の再生手法について

第２期実施計画期間において、育苗等の簡略化とより確実な活着等を検討する

ため、天然更新したブナ等の苗を含む表土をブロック状に移植する方法を試行し

た。現時点では活着、成長はいずれも良好で有効な手法であることが示唆されて

いる（図－４－９－１）。

しかしながら、この方法では移植元となる適地が少ないこと、実施にあたって

機械や労力を要するため移植する箇所が近接していることが必要であり、実施箇
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所がきわめて限定される。

とはいえ、確実な再生手法のひとつとなりえることから、今後の植栽において、

引き続きモニタリング状況を見ながら、部分的な表土ブロックの移植なども検討

していくこととする。

→第２期に実施したブロック移植箇所の植栽木は引き続き非常に良好な成長を示

しているが、ブロック移植は記載のとおり課題があり、第３期は補植を中心と

していたことから、実施はしていない。

第５章 自然観察・自然環境学習について

５－１ 基本的な考え方

（略）

５－２ 取組方針

（略）

５－３ 具体的な取組内容

（１） 自然再生活動

① 採種から苗木の植付までの作業や維持管理作業について、多様な人々（ＮＰ

Ｏやボランティア団体等）が参画できる場や機会の提供に努める。

第２期実施計画においては、野生鳥獣センター運営協議会との連携により各

種団体と連携した植樹を行っており、こうした団体などが継続して植栽地の

管理も含めた関与ができるよう、連携を進めていくものとする。

→自然観察会での植樹活動実施は継続している。依然として広がりは弱く、

新たな外部団体の関与もみられていないが、引き続きＰＲ、普及に努めて

いきたい。

② これまで植栽に使用するポット苗のほか、植樹や保育に使用できる道具類を

野外活動基地に配備し、随時、希望者に対する植樹活動等を支援できる体制

を構築していることから、これを継続する。

→事例には乏しいものの、希望者への対応が可能な体制は、記載のとおり継

続している。

③ 実施計画に基づいた植栽や維持管理作業方法について、県や野外活動基地を

管理するＮＰＯ団体等を通じて技術指導を行う。

→自然観察会等において実施。

（２） 情報発信

① ホームページの運営やマスメディアと連携した広報活動を展開して情報を

発信する

→ウェブサイトの更新を随時実施。マスメディアの活用は充分とはいえない

ので、継続して課題となっている。
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② 野外活動基地内の青少年野外活動センターを再生事業の展示施設として位置

付け、事業への取組に関するパネルや植栽履歴等の資料を展示、更新してい

くほか、森吉山野生鳥獣センターにも資料の展示を依頼して、地域への来訪

者への理解醸成に努めるものとする。

また、平成２３年度に作成した再生事業を紹介するパンフレットや、森吉の

事例も含めた「広葉樹林再生の手引き」が林業普及冊子としてまとめられて

おり、こうした出版物での周知も図っていくものとする。

→平成２８年度には自然再生事業を紹介するパネル展を野生鳥獣センターで

開催しているほか、資料の展示、配架なども継続しており、周知を図る取

組を行っている。

しかし、効果は充分とは言いがたい面があり、利用者の認知・理解は必ず

しも進んでいない。

③ 試験植栽地等の展示林として活用するため、案内板の設置も行っているが、

まだ林として認識できるほどに成長していないことから活用が難しいものの、

道路沿いから容易に観察できる箇所については、積極的な活用を検討するも

のとする。

→案内板の１基について、盤面が逸失しているほか老朽化により傾斜してい

る。今後、修繕及び内容の更新を行えるよう検討している。

（３） 環境教育

再生活動は自然環境学習の教材、フィールドとして有効であるため、森吉山

山麓高原の利用者に対する環境教育の実践現場としての利用を促進していく

ため、環境省や北秋田市等の自治体と連携した展開を進めていく。

→野生鳥獣センターの自然観察会等に合わせた植樹活動は継続しているほか、

森吉山ダムにて行われている森吉四季美湖まつりにおいて協議会をＰＲす

るなど、環境省を中心とした関連団体と連携して協議会の活動への巻き込

みや認知の拡大を図っているが、自治体等との結びつきは依然として乏し

い状況にある。

地元小学校が自然観察会及び植樹に参加するなど、再生活動が環境学習に

活用されている事例はあるものの、大きな流れにはなっていない。

水と緑の森づくり税の利用や、市や学校との連携の強化により、環境学習

の場としての活用を促したい。
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はじめに

本県では、過去に失われたブナ林再生の取組をとおして豊かな自然環境の保全を図るた

め、自然再生推進法に基づく森林再生を北秋田市の森吉山麓高原で平成１６年度から進め

てきている。

全体構想では最初の３０年間を造成期と位置づけ、とりわけ初期の１０年間を森林整備

の重点期間としていることから、県が実施者として平成１８年度からブナ等の植栽を実施

している。この結果、実面積で約１０ha の植栽地を造成し、再生対象の牧場跡地への植栽

はおおむね完了している。

また、自然再生には長い期間が必要であり、持続可能な取り組みとしていくには多様な

主体の参画が必要であり、このため、現地施設を拠点とした自然観察会において植樹体験

を盛り込むなど、事業の普及啓発にも努めてきている。

第３期となる本実施計画では、初期の１０年に造成した植栽地が森林として成林してい

くこと、及び、持続可能な自然再生の体制を確立することを目的とし、計画期間は平成２

８年度から平成３２年度までの５年間とする。

森吉山に生息するクマゲラ
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第１章 実施者の名称と実施者の属する協議会

１－１ 実施者の名称

本実施計画書に定める事業は、秋田県（農林水産部森林整備課及び生活環境部自然保護

課）が実施する。

１－２ 実施者の属する協議会

実施者の属する協議会は、「森吉山麓高原自然再生協議会」である。

事業地内から南側を望む
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第２章 自然再生事業の対象となる区域及びその内容

２－１ 対象区域の概要

自然再生事業の対象地は、秋田県のほぼ中央に位置する北秋田市森吉山麓高原１－１（面

積 487.7ha）であり、森吉山東山麓のノロ川と東又沢に挟まれた区域である。（図２－１－１）

図２－１－１ 事業対象地 位置図

森吉山

事業対象地

東又沢

ノロ川
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２－２ 対象区域の歴史的変遷

対象区域は昭和４３年に「森吉山県立自然公園」の指定を受けているが、昭和４９

年度から昭和６３年度にかけて、畜産振興による山村所得の向上と雇用の拡大を期待

した草地造成が行われ、造成に先立ってブナを主体とする広葉樹林が伐採されている

場所である。

草地造成後は、長年にわたり地元自治体営の牧場として森吉牛（褐毛和種）の放牧

に活用されてきたが、畜産農家の減少等の理由から平成２１年度をもって利用が廃止

されている。

また、この区域では平成１０年に全国のボーイスカウトが一堂に会する第１２回日

本ジャンボリーが開催されており、この開催に先立つ平成７年から９年にかけて散策

路やキャンプ場などからなる秋田県奥森吉青少年野外活動基地（以下「野外活動基地」

という。）が整備されている。

さらに、平成１６年には国指定森吉山鳥獣保護区を含む森吉山一帯を訪れる人々に

当該地域における利用の適正化を図り、野生鳥獣の生態等に関する普及啓発活動、鳥

獣の生息に適した環境の保全・形成を行うための拠点施設として環境省森吉山野生鳥

獣センター（以下「野生鳥獣センター」という。）が開所している。

表２－２－１ 歴史的変遷（抜粋）

年 月 日 内 容

昭和４３年１０月 森吉山県立自然公園の指定（387 ha）

昭和４８年 ７月 県立自然公園特別地域の解除

昭和４９～５４年 県営草地開発整備事業 250.0ha を草地開発

昭和５８年 団体営草地開発整備事業 13.7ha を草地開発

昭和５８年１１月 国設鳥獣保護区の設定（330ha）

平成５年１１月 国設鳥獣保護区の拡張（1,175ha に）

平成７～９年 第 12 回日本ジャンボリー開催のための施設整備

平成８年３月 秋田県が国（秋田営林局）より牧草地を含む 505ha を買い上げ

平成１０年６月 秋田県奥森吉青少年活動基地 開所

平成１０年８月 第 12 回日本ジャンボリー開催

平成１５年３月 環境省に森吉山野生鳥獣センター事業用地（約 17.6ha）を売却

平成１５年６月 森吉山県立自然公園の拡張（119ha）

平成１５年７月 国指定鳥獣保護区の拡張（本事業対象地）

平成１６年５月 環境省森吉山野生鳥獣センター開所

平成１６年～ 秋田県が森吉山麓高原自然再生事業に着手

平成２１年度末 北秋田市が牧場利用を廃止
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第３章 周辺地域の自然環境との関係及び自然再生の意義と効果

３－１ 周辺地域の自然環境との関係

事業区域周辺にはブナを主体とした広葉樹林のほか、スギの植林地が広がり、

事業区域はそれらの森林の中に広大な牧場跡地の草原として存在している。

また、事業区域周辺の太平湖（人造ダム湖）や三階滝・桃洞の滝をはじめと

する大小の瀑布、甌穴が連なる渓谷が存在し、森吉山に連なるヒバクラ岳への
おう

利用者が、その通過経路や発着の拠点として訪れる場所にもなっている。

また、春秋には山菜採り、キノコ採りを目的とした利用者が数多く訪れる場

所である。

３－２ 事業区域周辺の自然環境の現況

（１） 地形及び土壌

事業区域は森吉山北東の標高６２０～８８０ｍ程に位置し、この一帯は森吉

山火山地山頂の爆裂火口形成に由来する火山泥流台地であり、緩やかな地形が

特徴である。土壌母材の大半は溶結凝灰岩となっており、林地部分の土壌は、

山地帯に一般的に分布する褐色森林土壌となっている。

（２） 植物相

森吉山の上部には亜高山性の針葉樹であるオオシラビソ林が成林するほか、

雪田植生が随所に見られる。森吉山麓一帯はブナが優占し、東北地方の日本海

側に典型的な「ブナ－チシマザサ群落」を形成している。しかし、林床にササ

類をはじめとした植生が少ないのが特徴であり、これはかつての林内放牧の影

響と考えられている。

沢筋やノロ川周辺にはヤチダモ、キハダ、サワグルミ、トチノキなどからな

る湿性林が随所に見られ、尾根筋にはクロベ、キタゴヨウと共にスギが分布し

ている。なかでも、桃洞・佐渡スギは高標高に生育するスギ原生林として貴重

で天然記念物に指定されている。

また、事業区域周辺にはスギ植林地も存在するが、その一部ではスギと広葉

樹との混交林化が進んでいる。

この一帯のブナ林に多く見られる植物相は表３－２－１のとおりである。

表３－２－１ 森吉山麓高原周辺のブナ林に見られる植物

高木・亜高木類 ブナ、ミズナラ、ベニイタヤ、ホオノキ、コシアブラ、トチノキ、ハリギリ、タムシバ、

ハウチワカエデ、ナナカマド、ウワミズザクラ、コハウチワカエデなど

低木類 オオカメノキ、オオバクロモジ、エゾユズリハ、チシマザサ、ヒメアオキ、ハイイヌツ

ゲ、ハイイヌガヤ、エゾアジサイなど

草本類 ヤマドリゼンマイ、オシダ、ジュウモンジシダ、ヤマソテツ、シラネワラビ、ミヤマカ

ンスゲ、ミヤマカタバミ、ユキザサなど
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（３） 動物相

事業区域周辺では、本州で昭和５０年に最初にクマゲラ（「平成１８年に環境

省が発表したレッドリストで絶滅危惧Ⅱ類（ＶＵ）に選定」）の生息、繁殖が確

認されていることから、事業地を含む一帯が国指定鳥獣保護区に指定されてい

る。特に、事業区域に隣接する南東部のブナ林はクマゲラの繁殖中核地として

開発行為が禁止される「鳥獣保護区特別保護地区」に指定されている。（図３－

２－１）

また、ニホンカモシカやツキノワグマなど多種多様な動植物が生息しており、

この一帯における動物相は、表３－２－２のとおりである。

表３－２－２ 動物相の確認種

※国指定森吉山鳥獣保護区指定計画書別表(平成 25 年度、環境省秋田自然保護官事務所）

３－３ 自然再生の意義と効果

森吉山麓高原における自然再生の意義は、草地造成により失われたブナ林を再生

し、周辺の森林生態系保護地域や「緑の回廊」と連続する広大な森林の形成を図る

ことで、豊かな自然環境の指標であるクマゲラをはじめとする、多種多様な動植物

の生息、生育環境の保全につなげていくことである。

同時に、再生活動を地域住民や関係団体等の参加を得て実施することで、その内

容の検証や地域における理解が得られるほか、参加する個人・団体の交流を通じ、

将来に渡ってこの貴重な自然財産を引き継ぐための合意形成が図られることが期待

できる。

加えて、本事業の実施により、県内における同様の取組に対する波及効果も期待

される。

哺乳類 １３種の中・大型哺乳類

６種の小型哺乳類

５種のコウモリ

ニホンカモシカ、ツキノワグマ等

ホンシュウモモンガ、アカネズミ等

ユビナガコウモリ、ウサギコウモリ等

鳥類 ３３科９１種（※） クマゲラ、モズ、ウグイス、ホオジロ、ヒヨドリ、キセ

キレイ、ムクドリ等

両生・爬虫類 両生類８種、爬虫類４種 （両生類）カジカガエル、トウホクサンショウウオ等

（爬虫類）シマヘビ、ジムグリ等

淡水魚類 おおよそ３種 イワナ、ウグイ、カジカ等

昆虫類 １０９種 ヨコヤマヒゲナガカミキリ、ホソヒメクロオサムシ、

ヒメギフチョウなど
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図３－２－１ 国指定鳥獣保護区区域図
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第４章 自然再生のための具体的な実施方針

４－１ 植栽等による自然再生の基本的な考え方

放牧跡地を森林に再生していくため、林冠構成種の苗木の植栽を引き続き継続する。

なお、植栽に当たっては地域遺伝子資源保全の観点から、事業地内（又はその周辺）

由来の種苗を利用するものとする。

植栽場所については、平成１８年から平成２７年にかけて再生の基盤整備として植

栽してきた面積が約１０ｈａとなっており、本実施計画では、これらの着実な育成を

進めることとする。

併せて、現地における自然観察会や野外活動基地指定管理者による自主活動による

植樹も行われており、こうしたボランティア等による植栽も平行して進めるものとす

る。なお、新たに島状あるいは列状の植栽地を設ける場合は、第１期及び第２期実施

計画に記載した島状、列状植栽の手法を準用するものとする（図４－１－１）。

平成１８年からの植栽地の一部は、県林業研究研修センターにおいてモニタリング

を実施しているが、事業効果の判定や順応的管理に必要不可欠であることから、引き

続き実施するものとする。

図４－１－１ 植栽概念図

４－２ 植栽区域

平成１８年度の試験植栽から平成２７年度までの１０年間で、再生対象の大部分の

草地跡に植栽を行っていることから、本実施計画では当該区画の維持管理について保

育を中心に行うこととする。

なお、事業地内では既に二次林化している箇所（図４－２－１）や、徐々に広葉樹

「島」の配置。（稚幼樹の植栽）

林縁の耕耘、天然下種更新補助

ブナ
等の

二次
林

牧場内の二次林

天然下種更新

列状植栽

小動物などの移動

鳥の飛来・移動
鳥の飛来による種子散布
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が侵入している箇所があり、それらの場所についてはその遷移にゆだねることとし、

場合によっては刈りだし等の更新補助作業を検討する。

また、青少年野外活動センター、親子キャンプ場、大印展望台などの既存野外活動

施設周辺については、草地自体も施設との一体的な活用が期待できることから、原則

として現況を維持することを基本とするが、利用者によるキャンプ場周辺への植栽な

ど施設利用と一体的な再生活動が行える場合は、適宜柔軟に対応するものとする。

その他、ボランティア団体等が新たに植栽を行おうとする場合は、既存の植栽箇所

との位置関係などを勘案して、適切な箇所に植栽するよう調整するものとする。

図４－２－１ 二次林化している区域
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図４－２－２ 植栽区域位置図（H27 年度末）

（水色部分が植栽区画イメージ）
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４－３ 植栽方法

（１） 植栽樹種

植栽に当たっては事業地内及び事業地周辺に生育しているブナ、ミズナラ、

トチノキなどの将来の目標とするブナ林の高木層を形成する樹種を主体とする。

（２） 植栽間隔・密度

将来の樹冠の広がりを考慮し、植栽間隔は２．５ｍ程度、維持管理作業（下

刈り）の誤伐等を防ぐためにも、規則的な植栽間隔を基本とする。

なお、植栽予定箇所に生育している広葉樹（H=1.5m 以上）がある場合は、そ

れらの樹木を中心にして植栽する。

表４－３－１ 植栽間隔（2.5ｍの場合の密度）

図４－３－１ 植栽基本図

図４－３－２ 列状植栽基本図

W

土壌改良

苗木

W

L

2.
5
ｍ
以

上

2.5ｍ以上

植栽間隔（L） 1ha 当たりの換算本数（全面植栽の場合）

2.5ｍ 約 1,500 本（３本の巣植で 4,500 本）

※植穴は苗木の大きさ

によるが、苗高 30～50cm

の場合は、W=0.5ｍ、深

さ 0.3ｍを基本とする。

客土
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図４－３－３ 島状植栽基本図

（３） 島の形状と配置間隔

島の形状は３０ｍ四方程度の方形とし、配置間隔は将来の島状植栽地相互の

影響を勘案して５０ｍ程度の間隔とし、群状に配置する。

これらの植栽地について、早期に連続性を図る観点からは、島間にも植栽や

天然下種更新補助作業を実施することが必要であるが、当面は島状の植栽地の

育成を優先することとする。

図４－３－４ 島状の基本配置図

３
０
ｍ

３０ｍ ３０ｍ

３
０
ｍ

侵入木（アカイタヤ、ウワミズザクラ、

イタヤカエデなど）

苗木

播種、又は稚樹

３
０

ｍ

３０ｍ

５０ｍ

５
０

ｍ

900㎡=0.09ha

３０ｍ

３
０

ｍ

侵入木（ベニイタヤ、ウワミズザクラ、

ウダイカンバ、ハウチワカエデなど）
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図４－３－５ 島状植栽実施状況

（矢印の部分が土壌改良を行い、ブナを植栽している部分）

（４） 植栽時期

植栽については、植栽適期の春期（５～６月）と秋期（１０月～１１月）と

するほか、ボランティア等による植栽については、現地苗畑で育成しているポ

ット苗を利用して通年とする。

（５） 植栽方法

植栽の際は、植穴における水はけ（停滞水の発生）に留意するとともに、傾

斜地では斜め植えを行うなど雪害対策も考慮する（図４－３－６）

なお、植栽木周辺の草本発生の抑制及び乾燥防止のため、ウッドチップや現

地で刈り取ったススキなどによりマルチングを行うものとする。（図４－３－

７）
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図４－３－６ 平坦部～ゆるやかな傾斜地の場合

図４－３－７ 現地で刈り取りしたススキによるマルチング

４－４ 土壌改良方法

事業地内は過去の草地造成により有効土層（Ａ層ないしＢ層）が欠落しており、土

壌が貧弱であるため、土壌硬度・通気性・透水性の改善を図るための土壌改良が必要

である。

このため、植栽を行う際は土壌耕転や、土壌改良資材（バーク堆肥、籾殻等）のす

き込みなどにより土壌改良を行うものとする。

現地土掘削後、客土を混合し植栽する。植栽時、植穴に水がたまらないよう留意する。

植穴掘削 植　栽

客土を混合 埋戻
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図４－４－１ 土壌改良方法

４－５ 天然下種更新補助作業

事業地内に現存する一部のブナ林の林縁部では、およそ数十メートルの幅で天然下

種によるブナやウダイカンバ、キハダ、カエデ類の更新が見られる。

こうした箇所では、刈りだしによる更新補助のほか、後述のブロック移植時の移植

元としての活用を検討する。

４－６ 育苗方法

（１） ブナの育苗

植栽に用いる苗木は、引き続き、事業地外（県林業研究研修センター）と事

業地内（野外活動基地周辺）の２か所での育苗を行うものとする。

事業地内では、青少年野外活動基地の指定管理者と協力しながら、ボランテ

ィア用にポット苗の育成や、ブナ以外の樹種の育苗を行う。また、事業地外に

おいては県林業研究研修センターにおいても引き続き苗木を育成するものとす

る。

図４－６－１ 苗畑（左：県林業研究研修センター、右：現地）

（２） その他の樹種の育苗

森吉山麓一帯にはブナのほかに多種類の樹木が生育しており、こうした樹木

も多様な森林を構成するには必要不可欠である。（図４－６－２）

固結地盤 耕耘

土壌改良材混入

天然下種更新

苗木植栽
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特に、高木層を形成する代表的な樹種で種子散布力の小さいミズナラ、トチ

ノキなどは、ブナと併せて育苗を行うこととする。

なお、これらの種子については採種が容易で、かつ育苗しやすいとから、自

然環境学習と連携しながら、現地での苗畑で育苗を行う。

図４－６－２ 植栽区画に発生したウダイカンバ

４－７ モニタリング

（１） 目的

モニタリングは植栽木の生育状況等を評価するとともに、必要に応じて再生

に目標となるブナ林や、天然更新の状況などを把握し、それらの結果を取り組

み内容や実施方法の改善、実施計画の見直しに反映していくことを目的とする。

（２） 調査方法

植栽箇所での活着率・成長量・獣害の有無・発生稚樹の状況などの調査とその

検証を行う。植栽木の枯死が認められた場合は、その原因を特定するよう努め

る。

既存のブナ林においては、固定地調査において毎木調査、植生調査、更新稚樹

調査のほか、森林の動態把握や苗木生産用種子を確保するための結実量調査を

実施する。特に、本再生事業において主要な樹種であるブナについては、豊凶

が激しい樹種であるため、継続した調査を行う。

また、モニタリングは植栽した苗木の成長を見続けることでもあり、植栽に続

いてボランティア等が参加しやすいこととから、参加型のモニタリングの手法

についても引き続き検討、試行を進める。
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表 ４－７－１ モニタリングの主な実施項目

（３） これまでのモニタリング結果

平成１８年から試験植栽地として設定した区画を中心に、県林業研究研修セ

ンターで生育状況等のモニタリングを実施しており、これまでの状況は図４－７

－１及び図４－７－２のとおりとなっている。このうち、島１１、１２、センタ

ーについては、育苗苗の区画として後年に追加した区画である（それ以外は山採）。

島１から島１０は客土、堆肥、苗の大きさなどを変えて試験しているが、微

地形による差異が大きく、試験条件の有意な差は確認できていない。

共通して、４年ほどは成長が抑制されるが、その後は成長が認められるよう

になっている。このことから、植栽初期の諸条件（苗木の質、土壌条件など）が

肝要であり、植栽にあたっては条件整備が必要といえる。

いずれにしても、植栽木が成林するかどうかを見極めていくためには、継続

的な観察が必要である。

図４－７－１ 苗木の健全度割合とその変化

項目 内容 調査箇所

苗木の活着率 調査票記入、写真 植栽地

苗木の成長量 調査票記入、写真 植栽地

獣害の有無 調査票記入、写真 植栽地

植物相調査 調査票記入、写真 事業地全域

稚樹の発生状況 調査票記入、写真 植栽地、天然下種更新補助作業地

1

2

3

4

5

：健全
：樹高成長に影響の可能性あり
：樹高成長に影響あり
：枯死の可能性あり
：枯死の可能性大（累積枯死含む）
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図４－７－２ 樹高成長の推移

４－８ 維持管理

（１） 目的

植栽された苗木や天然下種更新により発生した稚幼樹の安定的な生育を促す

ために行う。

（２） 体制

県が実施するほか、ボランティアやＮＰＯ団体等（以下「ＮＰＯ団体等」と

いう。）など多様な主体の参加を得た柔軟な体制を整備する。

なお、ＮＰＯ団体等が関与して植栽した箇所については、各団体が主体的に

補植や下刈等の維持管理を行えるよう調整するものとする。

（３） 内容

維持管理に伴う作業内容は以下を基本原則とするが、モニタリング調査の結

果を踏まえて柔軟に対応していくものとする。

① 下刈

現状では、植栽から数年経過しても草本が植栽木を被圧しておらず下刈りの

必要性が低い箇所や、ススキなどの繁茂が著しく下刈りを必要とする箇所が混

在している。このため、必要な箇所を精査しながら、確実な成林を図るため必

要最小限の下刈りを本計画期間から実施する。
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下刈りの方法及び年間の下刈回数については、対象となる植栽箇所の植生、

地況を踏まえて決定するものとし、草本類の被圧を脱することのできる樹高

（H=1.0～1.5ｍ程度）に達するまで継続して実施するものとする。

ただし、ノウサギ等の獣害が発生している場所では、下刈りによって被食圧

が高くなる可能性もあるため坪刈を基本とする。

② 補植

植栽木又は天然下種更新による進入木が枯死・枯損し、群落としての密度を維

持できないと判断される場合は、その原因を考慮しながら、上記の下刈りと併せ

て適宜補植を実施する。

補植する樹種、方法については、対象箇所の状況を踏まえて検討する。

③ 除伐・間伐

当初の植栽から数年しか経過しておらず、除・間伐の必要性はまだ乏しいの

で、本計画期間では実施しないものとする。

ただし、外来種（ニセアカシア等）が侵入した場合や、先駆種（ヤナギ類な

ど）の侵入が著しい場合は随時、除伐に務めるものとする。

４－９ 植栽以外の再生手法について

第２期実施計画期間において、育苗等の簡略化とより確実な活着等を検討する

ため、天然更新したブナ等の苗を含む表土をブロック状に移植する方法を試行し

た。現時点では活着、成長はいずれも良好で有効な手法であることが示唆されて

いる（図－４－９－１）。

しかしながら、この方法では移植元となる適地が少ないこと、実施にあたって

機械や労力を要するため移植する箇所が近接していることが必要であり、実施箇

所がきわめて限定される。

とはいえ、確実な再生手法のひとつとなりえることから、今後の植栽において、

引き続きモニタリング状況を見ながら、部分的な表土ブロックの移植なども検討

していくこととする。
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図４－９－１ ブロック移植

（「広葉樹林再生の手引き」（H27.12 秋田県農林水産部林業研究研修センター）より引用）
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図４－９－２ ブロック箇所の生長と樹種の割合

第５章 自然観察・自然環境学習について

５－１ 基本的な考え方

自然再生への取組は長期にわたる事業であり、持続的に再生を継続していために

は多くの人々の理解、協力及び参画が必要である。

本事業対象区域周辺は、第２章、第３章で記述したとおり、本州で最初にクマゲ

ラの生息・繁殖が確認された豊かな自然環境に恵まれた地域であり、太平湖や森吉

山ダムの水源地にもなっている。

近隣の集落から３０キロメートル近く離れた奥地のため、地域住民にとって身近

な場所であるとはいえないものの、前述の自然環境から考え、奥山での森林再生に

目を向けてもらう場所としての価値や魅力は十分にある。

加えて、近年の生物多様性や森林の持つ多面的機能に対する期待の高まりは、人

と自然の関わり方を通して、自然再生のための取組の意議や重要性などを理解して

もらう好機ともなりうる。

このため、事業対象地を含めた付近一帯における自然観察や自然体験、さらには

再生活動の中心となる植樹・育樹活動などの取組を広く行いながら、本事業のＰＲ

と理解の促進に努めていくものとする。

５－２ 取組方針

野外活動基地や野生鳥獣センターをベースとしてＮＰＯ団体等が主催する自然

観察会や環境学習活動については、自然再生と関連した内容を盛り込んで実施でき

るように調整に努めるほか、企業の社会貢献活動のための活動フィールドとして事

業地を利用してもらうなど、幅広い主体の参画により再生活動が進むように努める。

併せて、再生事業への取組についての理解を深めるため、現地にある既存施設に

関連資料を展示するなどして紹介に努めるものとする。

加えて、第４章４－８の維持管理も含めて、第２期計画期間内に森吉山麓での自

然再生を進めていくことを目的に設立された「森吉山ブナ林再生応援隊」をはじめ

とした各種団体等と連携を図りながら、植栽から維持管理が行えるような体制の構

築を図る。
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５－３ 具体的な取組内容

（１） 自然再生活動

① 採種から苗木の植付までの作業や維持管理作業について、多様な人々（ＮＰ

Ｏやボランティア団体等）が参画できる場や機会の提供に努める。

第２期実施計画においては、野生鳥獣センター運営協議会との連携により各

種団体と連携した植樹を行っており、こうした団体などが継続して植栽地の

管理も含めた関与ができるよう、連携を進めていくものとする。

② これまで植栽に使用するポット苗のほか、植樹や保育に使用できる道具類を

野外活動基地に配備し、随時、希望者に対する植樹活動等を支援できる体制

を構築していることから、これを継続する。

③ 実施計画に基づいた植栽や維持管理作業方法について、県や野外活動基地を

管理するＮＰＯ団体等を通じて技術指導を行う。

図５－３－１ ボランティア植栽の様子

（２） 情報発信

① ホームページの運営やマスメディアと連携した広報活動を展開して情報を

発信する

② 野外活動基地内の青少年野外活動センターを再生事業の展示施設として位置

付け、事業への取組に関するパネルや植栽履歴等の資料を展示、更新してい

くほか、森吉山野生鳥獣センターにも資料の展示を依頼して、地域への来訪

者への理解醸成に努めるものとする。

また、平成２３年度に作成した再生事業を紹介するパンフレットや、森吉の

事例も含めた「広葉樹林再生の手引き」が林業普及冊子としてまとめられて

おり、こうした出版物での周知も図っていくものとする。
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図５－３－２ 広葉樹林再生の手引きとパンフレット

③ 試験植栽地等の展示林として活用するため、案内板の設置も行っているが、

まだ林として認識できるほどに成長していないことから活用が難しいものの、

道路沿いから容易に観察できる箇所については、積極的な活用を検討するも

のとする。

図５－３－３ 平成２２年度に設置した案内板

（３） 環境教育

再生活動は自然環境学習の教材、フィールドとして有効であるため、森吉山

山麓高原の利用者に対する環境教育の実践現場としての利用を促進していく

ため、環境省や北秋田市等の自治体と連携した展開を進めていく。



資料４－１

第４期実施計画に向けた課題・検討事項

１．未植栽地への植栽について

レビューにも記載のとおり、事業対象区域内の植栽区域約190haのうち、牧場

跡地を中心として、３分の２に当たる約125haの植栽は第２期までに完了。この

ことから、第３期は既存植栽地での保育業務を実施していた。

しかし、資料４－２のとおり、青少年野外活動基地西側を中心として未植栽地

も点在している。

これら未植栽地への植栽の是非について再度検討したい。

２．保育業務の内容について

第３期では、保育業務として主に以下の２種を実施。だが、それぞれ利点とと

もに欠点（可能性含む）が見受けられるため、今後の実施については再考の余地

もある。

・雪によるススキの倒伏を原因とする植栽木枯死の防止

利点 が図れる。

・自然林付近にあっては、実生苗による天然下種更新補

①下刈り 助の効果も期待できる。

・ノウサギ等による獣害を増加させる可能性がある。

欠点 ・誤伐により稚樹を枯損させる危険性がある。小柄な実

生苗については、特に危険性が高い。

利点 ・植栽木の密度を回復・増大させ、より効率的な森林形

②補植 成が期待できる。

欠点 ・枯死率の高い箇所での補植は、再度の枯死の可能性も

高く、必ずしも効果的ではない。

３．獣害について

上述のとおり下刈りによる獣害の増加の懸念があることに加え、植栽後間もな

い背丈の低い植栽木については、融雪期に多数の頂芽部が食害を受けていること

も確認されている。

これら獣害に対処することで、植栽木の枯死防止及び健全な生長が図れるもの

と考えられる。

しかしながら、例えば以下のような対応策については記載のとおりの問題点

があり、実施は容易ではない。

対応策 問題点

①大型ネットによる、 ・融雪期の食害には効果が薄いと思われる。

植栽区画の被覆

②筒状シェルターによる、 ・雪により倒壊し、植栽木を枯損する危険が

植栽木のカバー ある。

・費用が高額となることが予想される。

一方で、現実的かつ有効な対応策があれば保育業務として高い効果が見込まれ

る課題でもあることから、今後の検討の余地は大きいものと考えられる。



４．協議会活動の周知について

（１）関係機関（内部）への周知

当協議会の活動については、その性質が、外部のみならず内部の関係機関にお

いても充分に周知されていない面がある。

特に、県林業研究研修センターにて実施しているモニタリング調査は、自然再

生推進法第３条に定められる法定調査であり、実施が必須であるが、このことに

対する認識が必ずしも充分ではない。

本協議会では森林再生という超長期的な目標を掲げており、継続的な調査の必

要性は他の自然再生協議会に比べても高いと考えられる。

外部へのＰＲ等と合わせ、協議会内部でも、活動の概要や経緯についての再確

認及びそれに基づく意思の統一を図りたい。

※参考：自然再生推進法第３条の４「自然再生事業は、自然再生事業の着手後

においても自然再生の状況を監視し、その監視の結果に科学的な評価

を加え、これを当該自然再生事業に反映させる方法により実施されな

ければならない。」

（２）外部への周知

本協議会の目標の達成には今後数十年から百年の期間を要するため、活動の継

続が可能な環境を作ることが重要である。

この長期間の活動を全て協議会の内部で担うことは難しいことから、多様な団

体の参画による持続可能な取組が望まれており、これは第３期実施計画でも示さ

れているとおりである。

しかし、現時点では、外部からの協議会活動への継続的な参加実績は乏しいと

言わざるを得ず、将来的には協議会の活動に支障をきたす恐れがある。

今のところ、協議会の存在及び活動内容に対する認知自体がそれほど進んでい

ないと考えられるため、各種媒体の活用や協議会内部での連携により、協議会の

周知を進め、地域内外の個人・団体に協議会に対する関心を持ってもらうことが

必要と考えられる。

また、オブザーバーからは、技術面だけでなく観光面での知見をオブザーバー

にも取り入れるべきではないかとの意見もある。

協議会の存続のためには、外部への積極的かつ継続的な働きかけを進めること

と、それが可能な体制の構築が課題となっている。



広葉樹林再生整備事業エリア

主な未植栽地

資料４－２

青少年野外活動基地

西側などを中心に、未

植栽地が点在している。

青少年野外活動基地



資料４－３

第４期実施計画策定スケジュール（予定）について

今後の第４期実施計画策定の流れについては、現時点で以下のようなスケジュール

を想定しています。

時期 内容

令和２年１０月 年度内第１回協議会（現地視察含む）

１１月 第３期実施計画レビュー修正

第４期計画素案作成

上記２点に係る委員への意見照会

令和３年 １月 第４期計画原案作成

計画原案に係る委員への意見照会

３月 年度内第２回協議会

第４期計画成案作成

第４期計画策定、環境省等へ送付

令和３年度 自然再生専門家会議への諮問

※自然再生専門家会議※

自然再生推進法第１７条に基づき設けられる、自然環境に関し専門的な

知識を有する者によって構成される会議。

構成委員は、農学、水産学、理工学等の研究者や、日本自然保護協会、

日本生態系協会の会員など。

自然再生協議会に対する技術的な支援等を行うこととされており、各協

議会で実施計画の策定等を行った際は、この会議に諮問し、事業実施に当

たっての助言や意見等を求めることになる。

令和元年度は、令和元年７月２５日（木）に東京で開催。

第３期実施計画策定時は、平成２９年１月１０日（火）に開催されたも

のに蒔田会長と事務局で参加している。

¡ 今回の協議会における意見・指摘等については、１１月に作成予定の第４期実施

計画素案に反映されることとなります。

意見照会の際は、協議で示された内容について過不足・誤り等がないか、確認を

お願いします。

¡ 今回の協議会で示されたもの以外であっても、実施計画に盛り込むべきと思われ

る内容がある場合は、随時お知らせいただければ幸いです。


